
 
 
○ 制 度 の 概 要  

「消費税転嫁対策特別措置法」第 10 条の規定により、平成 25 年 10 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日

までの間において、「現に表示する価格が税込価格であると誤認されないための措置（誤認防止措置）」を講じ

ている場合に限り、税込価格を表示（総額表示）しなくてもよいとする特例が設けられました。 

なお、消費者の方々の利便性にも配慮する観点から、この特例の適用を受ける事業者は、できるだけ速やか

に「税込価格」を表示するよう努めることとされています。 

【誤認防止措置の具体例】 

総額表示義務の特例措置の適用を受けるために必要となる誤認防止措置としての表示は、消費者が商品等を

選択する際に、明瞭に認識できる方法で行う必要があります。 

例 １ 

値札、チラシ、ポスター、商品カタログ、インターネットのウェブページ等において、商品等の価格を

次のように表示する。 
 

 

 

 

 

例 ２ 

個々の値札等においては「○○円」と税抜価格のみを表示し、別途、店内の消費者が商品等を選択する際

に目に付きやすい場所に、明瞭に、「当店の価格は全て税抜価格となっています。」といった掲示を行う。 

 

 

 

 

    

 

 

○ 制 度 の 概 要  

平成 26 年４月１日以後に行われる総額表示義務の対象となる取引について、総額表示を行っている場合に

おいて、その取引に係る決済上受領すべき金額を税込価格を基礎として計算することができなかったことにつ

きやむを得ない事情があるときは、経過措置として、当分の間、旧消費税法施行規則第 22 条第１項（注）の規

定を適用できることとされました。 

また、上記Ⅱの総額表示義務の特例措置の適用を受ける場合にも、総額表示を行っているものとして、この

経過措置の適用を受けることができることとされました。 

（注） 消費税法施行規則の一部を改正する省令（平成 15 年 9 月 30 日財令第 92 号）により、廃止された消費税法

施行規則第 22 条第 1 項をいいます。 

○ 適 用 開 始 時 期 

平成２６年４月１日以後に行う課税資産の譲渡等から適用されます。 

○ お分かりにならないことや、更に詳しくお知りになりたいことがありましたら、最寄りの税務署にお尋ね

ください。 

○ 税務署での面接による個別相談（関係書類等により具体的な事実関係を確認させていただく必要がある相

談）を希望される方は、あらかじめ電話により面接日時等を予約していただくこととしておりますので、ご

協力をお願いします。 

国税庁ホームページの「消費税法改正のお知らせ（社会保障と税の一体改革関係）」に「総額表示義務の

特例措置に関する事例集（税抜価格のみを表示する場合などの具体的事例）」を掲載しています。上記以外

の事例も紹介していますので、そちらもご覧ください。 

課税標準額に対する消費税額の計算の特例に関する経過措置の具体的な取扱いについては、国税庁ホー

ムページの「消費税法改正のお知らせ（社会保障と税の一体改革関係）」に「課税標準額に対する消費税額

の計算の特例に関する経過措置の改正について」を掲載していますので、そちらをご覧ください。 

 ！ 

 ！ 

Ⅲ 課税標準額に対する消費税額の計算の特例に関する経過措置の改正 

 

Ⅱ 消費税転嫁対策特別措置法に規定する「総額表示義務の特例措置」 

 

○○○円（税抜価格） 

 

○○○円（税別） 

 

○○○円＋消費税 

 

○○○円＋税 

 

○○○円（本体価格） 
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伊勢税務署からのお知らせ


